
支給額（総額）

（千円） 年 月
主務省 法人名

法人での在職期間
退職年月日 業績勘案率

経　済 産業技術総合研究所 7,438 4 0 平成19年3月31日 0.9

産業省 8,982 4 11 平成19年7月30日 0.9

日本貿易振興機構 5,323 4 0 平成20年3月31日 1.0

3,961 3 0 平成20年3月31日 1.0

1,992 1 7 平成20年6月30日 1.0

2,517 2 0 平成20年9月30日 1.0

石油・天然ガス金属鉱物資源機構 2,619 1 9 平成20年3月31日 1.0

3,843 2 11 平成20年2月29日 1.0
新エネルギー・産業技術総合開発機 2,024 1 7 平成20年7月11日 1.0

3,683 2 10 平成20年7月24日 1.0

中小企業基盤整備機構 1,148 1 0 平成20年6月23日 1.0

2,505 2 0 平成20年8月31日 1.0

2,505 2 0 平成20年8月31日 1.0
国　土 海上災害防止センター 2,046 1 10 平成20年4月14日 1.0
交通省 住宅金融支援機構 381 0 4 平成19年7月16日 0.9

1,143 1 0 平成20年3月31日 0.9
環境省 環境再生保全機構 2,277 1 10 平成20年3月31日 1.0

205,225

（３）監事（常勤）
支給額（総額）

（千円） 年 月

外務省 国際協力機構 3,506 3 1 平成20年12月13日 1.0

文　部 宇宙航空研究開発機構 1,723 1 6 平成19年9月30日 1.0

科学省 海洋研究開発機構 2,130 2 0 平成20年3月31日 1.0

国立青少年教育振興機構 3,258 3 3 平成20年6月30日 1.0

厚　生 勤労者退職金共済機構 2,118 2 0 平成19年9月30日 1.0

労働省 年金積立金管理運用 2,548 2 4 平成20年7月18日 1.0

農　林 農畜産業振興機構 3,442 3 0 平成18年9月30日 1.0

水産省 農林漁業信用基金 4,273 3 6 平成19年3月31日 1.0

経　済 情報処理推進機構 3,230 2 10 平成20年6月30日 1.0

産業省 日本貿易振興機構 2,351 2 0 平成20年3月31日 1.0

中小企業基盤整備機構 2,716 2 4 平成20年9月30日 1.0

31,295

（注）１ 本表は、各主務大臣及び各法人が公表した内容（平成21年７月1日時点）を取りまとめたものである。

２ ◎は特定独立行政法人（公務員型）を示す。

３ 公表時点において、退職手当支給額の全額が確定し、平成20年度中にその全額を支払い終えた者のみを記載している。

４ 「理事」には副理事長等を含む。

５ 「業績勘案率」とは、役員の退職手当の額を決定するに当たり、俸給月額に支給率を乗じた額に乗ずる率であり、各府省の

独立行政法人評価委員会が0.0から2.0の範囲内で業績に応じて決定するものである。
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